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令 和 ８ 年 度 一 般 会 計 予 算 分 析 表

（歳入） （歳出） （単位：千円）

令和７年度 令和８年度 令和７年度 令和８年度

区　　　　　分 予　算　額 予　算　額 比　較 増減率 区　　　　　分 予　算　額 予　算　額 比　較 増減率

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ （％） Ａ Ｂ Ｂ－Ａ （％）

１． 町 税 1,986,328 2,015,520 29,192 1.5 １． 人 件 費 1,940,791 2,012,421 71,630 3.7

２． 地 方 譲 与 税 146,332 144,182 △ 2,150 △ 1.5 ２． 物 件 費 2,708,254 2,432,486 △ 275,768 △ 10.2

３． 利 子 割 交 付 金 900 3,200 2,300 255.6 ３． 維 持 補 修 費 52,462 50,760 △ 1,702 △ 3.2

４． 配 当 割 交 付 金 14,900 17,200 2,300 15.4 ４． 扶 助 費 1,160,289 1,176,968 16,679 1.4

５． 株式等譲渡所得割交付金 17,200 17,300 100 0.6 ５． 補 助 費 等 1,220,127 1,209,246 △ 10,881 △ 0.9

６． 法 人 事 業 税 交 付 金 25,272 22,680 △ 2,592 △ 10.3 ６． 普 通 建 設 事 業 費 1,671,456 1,221,705 △ 449,751 △ 26.9

７． 地 方 消 費 税 交 付 金 399,400 441,400 42,000 10.5 ７． 災 害 復 旧 事 業 費 164,274 67,910 △ 96,364 △ 58.7

８． ゴルフ場利用税交付金 9,858 9,715 △ 143 △ 1.5 ８． 公 債 費 1,446,311 1,393,915 △ 52,396 △ 3.6

９． 環 境 性 能 割 交 付 金 17,259 1 △ 17,258 △ 100.0 ９． 積 立 金 467,321 504,483 37,162 8.0

10． 地 方 特 例 交 付 金 10,000 17,600 7,600 76.0 10． 投 資 及 び 出 資 金 118,444 42,262 △ 76,182 △ 64.3

11． 地 方 交 付 税 4,368,000 4,217,000 △ 151,000 △ 3.5 11． 貸 付 金 0 0 0

12． 交通安全対策特別交付金 2,500 2,500 0 0.0 12． 繰 出 金 1,238,009 1,252,521 14,512 1.2

13． 分 担 金 及 び 負 担 金 17,377 22,094 4,717 27.1 13． 前 年 度 繰 上 充 用 金 0 0 0

14． 使 用 料 及 び 手 数 料 146,229 129,554 △ 16,675 △ 11.4 14． 予 備 費 30,262 30,323 61 0.2

15． 国 庫 支 出 金 1,346,692 936,442 △ 410,250 △ 30.5

16． 県 支 出 金 736,558 653,700 △ 82,858 △ 11.2

17． 財 産 収 入 72,504 77,210 4,706 6.5

18． 寄 附 金 395,908 422,210 26,302 6.6

19． 繰 入 金 933,830 976,344 42,514 4.6

20． 繰 越 金 100,000 100,000 0 0.0

21． 諸 収 入 160,353 137,148 △ 23,205 △ 14.5

22． 町 債 1,310,600 1,032,000 △ 278,600 △ 21.3

歳　入　合　計 12,218,000 11,395,000 △ 823,000 △ 6.7 歳　出　合　計 12,218,000 11,395,000 △ 823,000 △ 6.7

-1-

-1-



令和8年度町債に対する交付税等の財源措置について
（単位：千円）

区　　　分 事　　　業　　　名 町　債　額
左のうち交付税措置
される町債額(見込)

差　　　引 備　　　　　考

過疎対策事業（コミュニティバス購入） 26,000 18,200 7,800 ７０％

脱炭素化推進事業（公用車購入） 1,200 360 840 ３０％

公共施設等適正管理推進事業（地域交流センター長寿命化事業） 1,900 570 1,330 ３０％

29,100 19,130 9,970

過疎対策事業（子ども医療費） 24,700 17,290 7,410 ７０％

過疎対策事業（こども園空調整備事業） 3,300 2,310 990 ７０％

緊急防災・減災事業（児童館空調改修事業） 800 560 240 ７０％

28,800 20,160 8,640

辺地対策事業（飲料水供給施設整備事業） 28,100 22,480 5,620 ８０％

過疎対策事業（飲料水供給施設整備事業） 14,000 9,800 4,200 ７０％

過疎対策事業（合併処理浄化槽設置補助金） 2,900 2,030 870 ７０％

公共施設等適正管理推進事業（火葬炉設備修繕事業） 18,800 5,640 13,160 ３０％

デジタル活用推進事業（水道事業会計繰出金） 2,000 1,000 1,000 ５０％

65,800 40,950 24,850

過疎対策事業（農業共済加入促進事業） 2,500 1,750 750 ７０％

公共事業等（ため池改修事業負担金） 1,800 810 990 ４５％

4,300 2,560 1,740

過疎対策事業（橋梁点検） 12,900 9,030 3,870 ７０％

過疎対策事業（公共下水道事業） 13,200 9,240 3,960 ７０％

過疎対策事業（かつらぎ西部公園整備事業） 36,700 25,690 11,010 ７０％

公共施設等適正管理推進事業（道路改良事業） 30,500 9,150 21,350 ３０％

緊急自然災害防止対策事業（道路改良事業） 79,500 55,650 23,850 ７０％

緊急自然災害防止対策事業（急傾斜地崩壊対策事業） 800 560 240 ７０％

小　　　　　　　　計　　①

小　　　　　　　　計　　② 

衛 生 債

小　　　　　　　　計　　③

農林水産業債

総務債

民生債

小　　　　　　　　計　　④

土 木 債
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令和8年度町債に対する交付税等の財源措置について
（単位：千円）

区　　　分 事　　　業　　　名 町　債　額
左のうち交付税措置
される町債額(見込)

差　　　引 備　　　　　考

公共事業等（急傾斜地崩壊対策事業） 1,800 810 990 ４５％

緊急浚渫推進事業（河川浚渫事業） 3,500 2,450 1,050 ７０％

公営住宅建設事業（妙寺団地建替事業） 4,900 4,900

183,800 112,580 71,220

緊急防災・減災事業（消防施設整備事業） 54,800 38,360 16,440 ７０％

緊急防災・減災事業（非常用電源整備事業） 9,000 6,300 2,700 ７０％

63,800 44,660 19,140

過疎対策事業（スクールバス運行費） 25,300 17,710 7,590 ７０％

過疎対策事業（スクールバス購入） 7,000 4,900 2,100 ７０％

過疎対策事業（小学校空調設備更新事業） 80,400 56,280 24,120 ７０％

過疎対策事業（水泳指導事業） 1,700 1,190 510 ７０％

過疎対策事業(三谷公民館整備事業) 344,800 241,360 103,440 ７０％

公共施設等適正管理推進事業（小学校長寿命化事業） 900 270 630 ３０％

公共施設等適正管理推進事業（中学校防球ネット改修事業） 4,300 1,290 3,010 ３０％

公共施設等適正管理推進事業（中学校寄宿舎撤去事業） 58,100 29,050 29,050 ５０％

公共施設等適正管理推進事業（公民館長寿命化事業） 1,500 450 1,050 ３０％

公共施設等適正管理推進事業（スポーツ施設長寿命化事業） 5,000 1,500 3,500 ３０％

緊急防災・減災事業（公民館空調改修事業） 400 280 120 ７０％

緊急防災・減災事業（三谷公民館整備事業） 100,000 70,000 30,000 ７０％

デジタル活用推進事業（指導者用情報端末更新事業） 9,300 4,650 4,650 ５０％

638,700 428,930 209,770

補助災害復旧事業 12,800 12,160 640 ９５％

単独災害復旧事業 4,900 2,328 2,572 ４７．５％

17,700 14,488 3,212

1,032,000 683,458 348,542

土 木 債

小　　　　　　　　計　　⑤

小　　　　　　　　計　　⑥

教 育 債

小　　　　　　　　計　　⑦

災 害 復 旧 債

小　　　　　　　　計　　⑧

合　　　　　計　　①　～　⑧

消 防 債
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（単位：千円）

令和６年度末 令和７年度　（予　算） 令和７年度末 令和８年度　（予  算） 令和８年度末

会　計 基     金     名 現　 在　 高 積　立　金 取り崩し額 現　在　高 積　立　金 取り崩し額 現在高見込額

一般会計 減 債 基 金 78,749 189 78,938 316 79,254

一般会計 堀 口 晃 教 育 振 興 基 金 5,065 5,065 5,065

一般会計 文 化 財 保 護 基 金 8,205 20 8,225 19 8,244
(162,000) (50,000)

一般会計 財 政 調 整 基 金 1,697,310 4,044 186,800 1,676,554 5,348 563,000 1,168,902

一般会計 地 域 福 祉 基 金 84,063 12,000 72,063 12,000 60,063

一般会計 北 本 宗 春 聴 覚 障 害 者 福 祉 基 金 6,000 6,000 6,000

一般会計 地 域 食 材 供 給 施 設 整 備 基 金 4,298 3,011 3,664 3,645 1,809 5,454

一般会計 物 品 調 達 基 金 3,000 3,000 3,000

一般会計 災 害 対 策 基 金 79,586 191 79,777 320 80,097

一般会計 公 立 学 校 施 設 整 備 基 金 152,666 1,613 154,279 1,866 156,145

一般会計 公 立 学 校 図 書 館 基 金 5,002 12 792 4,222 10 1,000 3,232

一般会計 青 少 年 健 全 育 成 基 金 3,000 8 3,008 7 3,015

一般会計 ふ る さ と か つ ら ぎ 基 金 544,708 427,820 329,926 642,602 420,326 381,194 681,734

一般会計 企 業 版 ふ る さ と 納 税 基 金 20,357 21,849 16,660 25,546 4,422 18,959 11,009

一般会計 定 住 促 進 住 宅 整 備 基 金 71,869 6,792 78,661 7,822 86,483

一般会計 庁 舎 建 設 基 金 425,683 1,018 426,701 1,707 428,408

一般会計 ふ る さ と の 森 づ く り 基 金 8,520 21 8,541 20 8,561

一般会計
か つ ら ぎ 西 パ ー キ ン グ エ リ ア 上 り 線
地 域 振 興 施 設 整 備 基 金 8,945 23 8,968 1,569 10,537

一般会計 国道480号沿地域振興交流施設整備基金 0 4,887 4,887 4,211 9,098

一般会計 森 林 環 境 譲 与 税 基 金 6,000 8,680 14,680 4,711 19,391

一般会計　計 3,213,026 642,178 549,842 3,305,362 504,483 976,153 2,833,692
(32,984) (5)

介護会計 介 護 保 険 事 業 基 金 263,278 9,172 76,893 228,541 955 68,836 160,665
(19,377) (1,000)

国保会計 国 民 健 康 保 険 事 業 基 金 189,670 15,184 40,000 184,231 415 30,000 155,646

合　　　　　計 3,665,974 718,895 666,735 3,718,134 506,858 1,074,989 3,150,003
（注）（　）は、歳計剰余金処分による積立額。

基　　金　　の　　状　　況
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一般財源等の状況
（千円）

区　　分 H29年度 H30年度 H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R8 - R7

町 税 2,014,945 2,014,820 2,035,211 2,009,255 1,958,277 2,011,644 2,030,161 2,005,054 2,045,032 2,015,520 △ 29,512

地 方 譲 与 税
・各種交付金

458,120 471,123 505,716 539,136 562,134 600,930 609,423 721,455 643,832 675,778 31,946

地方交付税 3,613,712 3,684,166 3,743,530 3,909,148 4,321,349 4,285,424 4,416,066 4,366,417 4,478,337 4,217,000 △ 261,337

臨時財政対
策 債 等

292,900 292,900 225,200 220,400 209,300 76,600 34,800 16,300 0 0 0

合　　計 6,379,677 6,463,009 6,509,657 6,677,939 7,051,060 6,974,598 7,090,450 7,109,226 7,167,201 6,908,298 △ 258,903

前年度比較 △ 104,258 83,332 46,648 168,282 373,121 △ 76,462 115,852 18,776 57,975 △ 258,903 △ 316,878

　※ Ｒ７年度は３月補正後の見込額、Ｒ８年度は当初予算案

6,379,677

6,463,009

6,509,657

6,677,939

7,051,060

6,974,598

7,090,450
7,109,226

7,167,201

6,908,298

5,800,000千円

6,000,000千円

6,200,000千円

6,400,000千円

6,600,000千円

6,800,000千円

7,000,000千円

7,200,000千円

7,400,000千円

0千円

500,000千円

1,000,000千円

1,500,000千円

2,000,000千円

2,500,000千円

3,000,000千円

3,500,000千円

4,000,000千円

4,500,000千円

5,000,000千円

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

一般財源等の推移

一般財源等合計 町税 地方譲与税

・各種交付金

地方交付税 臨時財政対策債等
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個別算定経費 3,716 百万円 （前年度） － 65 百万円

（前年度算定額－国調人口減少分）×増減率 3,651 百万円 × 102.5% ＝ 3,742 百万円

対前年度増減額 26 百万円

＋

包括算定経費 686 百万円 （前年度） － 50 百万円

（前年度算定額－国調人口減少分）×増減率 636 百万円 × 103.5% ＝ 658 百万円

対前年度増減額 △ 28 百万円

＋

地域の元気創造事業費 84 百万円 （前年度） － 7 百万円

（前年度算定額－国調人口減少分）×増減率 77 百万円 × 100.0% ＝ 77 百万円

対前年度増減額 △ 7 百万円

＋

人口減少等特別対策事業費 172 百万円 （前年度） － 15 百万円

（前年度算定額－国調人口減少分）×増減率 157 百万円 × 100.0% ＝ 157 百万円

対前年度増減額 △ 15 百万円

＋

地域社会再生事業費 100 百万円 （前年度） － 9 百万円

（前年度算定額－国調人口減少分）×増減率 91 百万円 × 100.0% ＝ 91 百万円

対前年度増減額 △ 9 百万円

＋

地域デジタル社会推進費 51 百万円 （前年度） － 5
46 百万円 × 100.0% ＝ 46 百万円

対前年度増減額 △ 5 百万円

＋

臨時財政対策債償還基金費（仮） 0 百万円 （前年度）

（令和８年度新設） 0 百万円 × 皆増 ＝ 60 百万円

対前年度増減額 60 百万円

＋

公債費・事業費補正 1,120 百万円 （前年度） 1,090 百万円

（算入見込額） 対前年度増減額 △ 30 百万円

＋

錯誤措置額 6 百万円 （前年度） 0 百万円

調整額 △ 3 百万円 （前年度） △ 3 百万円

対前年度増減額 △ 6 百万円

－

基準財政収入額 2,081 百万円 （前年度） 2,140 百万円

（町税調定見込・地財計画増減率による） 対前年度増減額 59 百万円

＝

普通交付税額　Ａ 3,851 百万円 （前年度） 3,778 百万円

（前年度は当初算定額（一本算定）） 対前年度増減額 △ 73 百万円

前年度当初予算額　Ｂ 3,917 百万円

対前年度増減額　Ａ－Ｂ　＝ △ 139 百万円

うち国勢調査人口減少分 △ 146 百万円

令和８年度 普通交付税額の推計
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令和8年度 普通交付税額の推計について

 ① 個別算定経費
  （地域の元気創造事業費、⼈⼝減少等特別対策事業費、地域社会再⽣事業費、地域デ
   ジタル社会推進費、、臨時財政対策債償還基⾦費（仮称）及び公債費・事業費補正
   を除く）
   ○推計参考伸率 （前年度算定⽐） 道府県分 ＋５．５％ 市町村分 ＋２．５％

＋
 ② 包括算定経費
   ○推計参考伸率 （前年度算定⽐） 道府県分 ＋０．５％ 市町村分 ＋３．５％

＋
 ③ 地域の元気創造事業費・⼈⼝減少等特別対策事業費
   ○当該団体で推計

＋
 ④ 地域社会再⽣事業費
   ○当該団体で推計

＋
 ⑤ 地域デジタル社会推進費
   ○当該団体で推計

＋
 ⑥ 臨時財政対策債償還基⾦費（仮称）
   ○当該団体で推計

＋
 ⑦ 公債費・事業費補正
   ○当該団体で推計

−
 ⑧ 基準財政収⼊額
   ○当該団体で推計

＝
普 通 交 付 税 額

（① + ② + ③ + ④ + ⑤ + ⑥ +⑦ − ⑧）
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